
１６　軽　油　引　取　税

（単位：キロリットル）

（注）

1 　この調は，当年度において課税したものについて作成した。
2

3

4

5

○　事務所別内訳

（特別徴収義務者数は，平成31年２月末日現在。）　

（１）軽油の引取数量に関する調
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　「課税対象とならない数量②」には，法第144条の5の規定により課税を免除された軽油の数量，免税証によ
る引取数量及び合衆国軍隊等の引取りに係る免税軽油の数量の合計を記載した。

2
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　「特別徴収義務者数等」には，平成31年2月末日現在により記載した。この場合，「本店の数」には，本店（本
社）が本県に所在するものを記載した。
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　「引取数量①」には，法第144条の2第1項及び第2項の規定により課税客体とされる特約業者又は元売業者
からの引取りに係る軽油の数量を記載した。
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　「その他（申告納付等）の分⑧」には，法第144条の2第3項，第4項，第5項及び第6項の規定により課税された
軽油等の数量，法第144条の3の規定によりみなす課税された軽油の数量並びに法第144条の22第4項の規定
（法第144条の25第5項において準用する場合を含む。）により課税された軽油の数量の合計を記載した。



（２）課税対象とならない軽油に関する調 （単位：キロリットル）

（注）
1 　「林業等」には，素材生産業を含む。
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　法第144条の5関係及びアメリカ合衆国軍隊関係の「免税軽油使用者数等」欄には，平成31年2月末日現在におけ
る該当特約業者等の数を，法第144条の6及び法附則第12条の2の7第1項関係の「免税軽油使用者数等」欄には，
平成31年2月末日現在における免税軽油使用者数をそれぞれ記載した。

(　①+②+③+④　）

（単位：リットル，千円）

北部 栗原

-

6

数　　　　　量

2

免税軽油使用者数等

輸 出
課 税 済 み

6

99
52,613

4,303

6 7

- -

7

189,624

28,395,752

90,559196,589

911,504

5,907,293

14,734,474
5,816,73428,199,163
2,968,637

27,043,237

151,329

22,215,832

713,128

1,049,639

842,468,470

841,418,831

955,076,158

22,064,503

24,959,440

8 212

2,894,937 113,657,327

　県　計

19588

区                              分

外 国 公 館 等 の 暖 房 用 ボ イ ラ ー 関 係

②

④

気仙沼

1,099

335
2 12

1

8,785,371

- 17

9,684


